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第３章 人口・世帯等 

１ 人口・世帯等の現況 

（１）人口と世帯 

人口については、国勢調査によれば昭和 20年から 30年代にかけて急激に増加し、昭和 45年

をピークとして減少に転じていましたが、平成 7年以降はわずかながら増加しています。 

世帯数については、単身世帯の増加を要因として増加傾向にあります。特に、住民基本台帳

によれば、平成 23年以降において世帯数の増加が著しくなっています。 

【出典】国勢調査人口等基本集計（総務省統計局）　※各年10月1日現在

人口・世帯数の推移
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【出典】住民基本台帳　※各年1月1日現在

※住民基本台帳法の一部改正に伴い、平成24年から外国人人口を含む。

近年の人口・世帯数の動向
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（２）人口動態 

住民基本台帳をもとに過去 10年間の自然動態の変化をみると、出生数は 2,000人からやや増

加傾向にありましたが、ここ数年（平成 25～26 年）の出生数は 2,500 程度まで伸びてきました。

一方、死亡数は 2,300人前後の横ばいで推移してきましたが、平成 22年以降は 2,600人程度ま

で増えています。 

同様に社会動態の変化をみると、毎年区の人口の 1割弱にあたる 25,000～27,000人程度の転

出と転入がありましたが、ここ数年（平成 25～26年）は転入が 30,000人近くまで伸び、転入

が転出を約 2,000人以上も上回る状況となっています。 

 

 

 

  

【出典】住民基本台帳　※住民基本台帳法の一部改正に伴い、平成24年から外国人人口を含む。

自然動態の推移
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【出典】住民基本台帳　※住民基本台帳法の一部改正に伴い、平成24年から外国人人口を含む。

社会動態の推移

27,220 27,142 27,489 
26,138 25,834 26,015 26,576 

27,472 

29,929 29,269 

32,710 

27,539 
26,281 26,065 

25,127 
26,264 26,526 

25,354 25,065 

27,344 26,918 
28,874 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27

グラフタイト ル

転入 転出

(人)

【出典】住民基本台帳　※住民基本台帳法の一部改正に伴い、平成24年から外国人人口を含む。

自然増減と社会増減の比較

-367 -262 -276 -209 

23 

-306 -383 -372 
-177 -129 -34 

-319 

861 

1,424 

1,011 

-430 -511 

1,222 

2,407 
2,585 

2,351 

3,836 

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27

グラフタイト ル

自然増減 社会増減

(人)



17 

 

（３）年齢構成（5歳階級別人口構成） 

中野区の人口構成を年代別にみると、20歳代～30歳代は 112,143人で総人口の 34.9％を占め、

23区平均を大きく上回っています。逆に 19歳以下の年齢層は 11.8％と 23区平均のより下回っ

ています。また、65歳以上の人が占める割合は 20.8％と、23区平均とほぼ同じ割合となってい

ます。  

 

 

 

  

【出典】住民基本台帳　　※平成28年1月1日現在

男女別・5歳階級別の人口構成
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（４）年少（0～14歳）人口の推移 

住民基本台帳をもとに年少人口（0～14歳）の変化をみると、平成 18年には約 26,200人だっ

たものが、平成 23年には約 25,600人と減少しましたが、平成 28年には約 28,000人への増加

に転じています。 

また、平成 18年から平成 28年にかけての変化を細かく 5歳区分でみると、0～4歳人口は約

9,100人から約 11,200人へと著しく増加していますが、10～14歳人口は約 8,500人から約

8,100人へとやや減少しています。 

年少人口比率（総人口に占める 0～14歳人口の割合）について東京 23区で比較してみると、

中野区は 8.71％となっています。これは、新宿区の 8.59％、豊島区の 8.66％に次いで第 3位で

あり、中野区は東京 23区の中でも著しく子どもの割合が少ない都市のひとつであることがわか

ります。 

 

 

 

  

【出典】住民基本台帳　※各年1月1日現在

年少（0～14歳）人口の推移
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【出典】住民基本台帳（東京都総務部統計局）　※平成28年1月1日現在

年少人口比率（東京23区比較）
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（５）高齢（65歳以上）人口の推移 

住民基本台帳をもとに高齢人口（65歳以上）の変化をみると、平成 18年には約 56,200人だ

ったものが、平成 23年には約 60,400人、平成 28年には約 66,800人への大きく増加の一途を

たどっています。 

また、平成 18年から平成 28年にかけての変化を 65～74歳と 75歳以上に分けてみると、75

歳以上人口が約 26,300人（平成 18年）、約 31,000人（平成 23年）、約 33,600人（平成 28

年）と持続的に増加しているのに対し、65～74歳人口はこの 5年の伸びが顕著で、約 29,500人

（平成 23年）から約 33,300人（平成 28年）へと増加しています。 

 

 

  

【出典】住民基本台帳　※各年1月1日現在

高齢者（65歳以上）人口の推移
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（６）世帯構成 

世帯構成をみると、世帯人員１人の世帯が増加し、平成 27年国勢調査では全世帯数の約 6割

を超え、平成 17年に比べて約 5ポイント増加しています。一方、3人以上の世帯は総じて減少

の一途をたどっています。 

また、周辺区との比較でみると、中野区における単独世帯の占める割合は 61.9%と、東京 23

区平均の 50.0%を大きく上回っており、新宿区、豊島区に次いで高くなっています。 

 

 

 

  

【出典】国勢調査人口等基本集計結果（総務省統計局）　※各年10月1日現在
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【出典】国勢調査人口等基本集計結果（総務省統計局）　※平成27年10月1日現在

※世帯数：住宅に住む一般世帯。

世帯の家族類型別の割合（周辺区との比較）
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（７）子育て世帯の状況 

中野区における子育て世代を取り巻く世帯構成の状況をみると、平成 22年までは核家族世帯

の減少と単独世帯の増加が続き、これらの動向とあいまって子育て世帯（6歳未満の親族がいる

世帯）が減少を続けていましたが、平成 27年には核家族世帯、子育て世帯とも増加傾向に転じ

ています。 

また、一人の女性が一生の間に生む子どもの数を表す指標として「合計特殊出生率」があり

ます。この指標の程度により将来の人口における自然増減に影響を与えるものとなります。

「合計特殊出生率」を全国的にみると、平成 17年の 1.26を下限として、その後はやや回復基

調にあり、平成 24年以降は 1.4を超える形で推移しています。 

中野区における「合計特殊出生率」は、これまで 0.8前後ときわめて低い値で推移してきま

したが、平成 24年以降は 0.9を超え、平成 26年には 0.99まで回復してきました。しかし、東

京都平均もしくは 23区平均からみても、中野区の「合計特殊出生率」は依然として低い値にと

どまっているのが現状です。 

 

 

 

  

【出典】国勢調査人口等基本集計（総務省統計局）　※各年10月1日現在

世帯構成（6歳未満の親族がいる世帯）の推移
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【出典】人口動態統計（東京都福祉保健局）

合計特殊出生率の推移（区部、東京都、全国との比較）

※合計特殊出生率：15歳から49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、1人の女子が一生の間に生む平均子ども数に

　相当する。
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【出典】人口動態統計（東京都福祉保健局）

合計特殊出生率（平成26年、東京23区比較）
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（８）高齢世帯の子の居住地 

高齢世帯の子の居住地の状況をみると、「一緒に住んでいる」、「徒歩 5分程度の場所に住

んでいる」、「片道 15分未満の場所に住んでいる」世帯を合わせ、子が親元に同居もしくは近

居の状況にある世帯は、高齢世帯総数の約 27%となっています。これに「片道 1時間未満の場所

に住んでいる」世帯も含めると、高齢世帯総数の半数を占めています。一方、高齢世帯のうち、

約 33%の世帯は「子がいない」世帯となっています。 

子の居住地の状況を高齢単身世帯と高齢夫婦世帯の比較でみると、高齢単身世帯ほど子の居

住地は徒歩 5分程度の近居の傾向がみられ、高齢夫婦世帯ほど子の居住地が片道 1時間未満な

いし 1時間以上の傾向がみられます。 

 

 

 

  

【出典】平成25年住宅・土地統計調査（総務省統計局）　※平成25年10月1日現在

※高齢世帯：65歳以上の単身及び夫婦のみの世帯。

※一緒に住んでいる：同じ建物又は敷地内に住んでいる場合も含む。

高齢世帯の子の居住地の状況
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【出典】平成25年住宅・土地統計調査（総務省統計局）　※平成25年10月1日現在

※高齢世帯：65歳以上の単身及び夫婦のみの世帯。

※一緒に住んでいる：同じ建物又は敷地内に住んでいる場合も含む。

高齢世帯の子の居住地の状況（単身世帯と夫婦世帯の比較）
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子がいる高齢世帯総数

一緒に住んでいる

徒歩5分程度の場所に住んでいる

片道15分未満の場所に住んでいる

片道１ 時間未満の場所に住んでいる

片道１ 時間以上の場所に住んでいる

子はいない高齢世帯

65歳以上の単身普通世帯 65歳以上の夫婦普通世帯

(世帯)
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（９）転入・転出者の状況 

転入・転出者の状況を世帯主の年齢階層別（平成 27年）にみると、20～30歳代が転入・転出

者の多くを占めており、転入者は「20 歳代」で約 13,200 人、「30 歳代」で約 7,800 人、一方、

転出者は「20歳代」で約 8,900人、「30歳代」で約 8,400人となっています。 

これを年度別に世帯類型別でみると、単身世帯については、20歳代での転入超過数が約

5,200人（平成 27年度）に達しており、その傾向はこの数年で強まってきたものです。また、

夫婦二人世帯については、「30歳代」の転出超過が続いており、子育て世帯（18歳以下の子ど

もを含む二人以上の世帯）についても、「30歳代」の転出超過が他の年齢階層に比べてやや目

立つ形で推移しています。 

 

 

 

  

【出典】平成27年住民基本台帳人口移動報告（総務省統計局）

※転入者はプラス表記、転出者はマイナス表記とした。

他市区町村からの転入・転出者数（年齢階級別）

1,212 1,260 

13,168 

7,840 

2,828 
1,314 705 309 252 

-1,553 
-675 

-8,870 -8,416 

-2,879 
-1,295 -837 -406 -436 

-15,000

-10,000

-5,000

0

5,000

10,000

15,000

10歳未満 10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

グラフタイト ル

転入者数 転出者数

(人)
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【①単身世帯の転入・転出者】 

 

 

 

 

 

【出典】住民基本台帳

単身世帯の転入・転出者数（転入－転出）の推移（年齢階級別）

3,039 2,868 

3,564 3,500 

4,304 
4,686 

5,188 

-911 -971 -781
-403 -346 -431 -280
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-1,000
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4,000

5,000

6,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

グラフタイト ル

19歳以下 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上

(世帯)

【出典】住民基本台帳

※転入者はプラス表記、転出者はマイナス表記とした。

単身世帯（29歳以下）の転入・転出者数の推移

12,980 12,735 13,098 
11,836 12,885 13,587 

15,269 

-9,496 -9,479 -9,045 
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転入者数 転出者数 転入・ 転出の差
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【②夫婦二人世帯の転入・転出者】 

 

 

 

【出典】住民基本台帳

※転入者はプラス表記、転出者はマイナス表記とした。

単身世帯（30～59歳）の転入・転出者数の推移

6,676 6,693 
7,422 7,260 7,511 7,268 

7,976 

-7,977 -7,964 -8,457 -7,913 -8,177 -7,961 
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-1,301 -1,271 -1,035 -653 -666 -693 -560 
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グラフタイト ル

転入者数 転出者数 転入・ 転出の差

(世帯)

【出典】住民基本台帳

夫婦二人世帯の転入・転出者数（転入－転出）の推移（世帯主の年齢階級別）

-134 -129 
-93 -93 -111 

-68 -50 
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-215
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-291 -286
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グラフタイト ル

19歳以下 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上

(世帯)
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【出典】住民基本台帳

※転入者はプラス表記、転出者はマイナス表記とした。

夫婦二人世帯（世帯主29歳以下）の転入・転出者数の推移

150 143 154 
183 162 163 

207 

-282 -272 
-247 

-276 -273 
-231 
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-132 -129 
-93 -93 -111 

-68 -51 
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転入者数 転出者数 転入・ 転出の差

(世帯)

【出典】住民基本台帳

※転入者はプラス表記、転出者はマイナス表記とした。

夫婦二人世帯（世帯主30～59歳）の転入・転出者数の推移

626 692 748 744 790 743 
928 

-920 
-1,010 -937 

-1,049 -1,102 -1,082 -1,135 
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-189 

-305 -312 -339 
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転入者数 転出者数 転入・ 転出の差

(世帯)
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【③子育て世帯の転入・転出者】 

 

 

 

 

【出典】住民基本台帳

※子育て世帯：18歳以下の子どもを含む二人以上の世帯。

子育て世帯の転入・転出者数（転入－転出）の推移（世帯主の年齢階級別）

-266
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-400
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19歳以下 20～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上

(世帯)

【出典】住民基本台帳

※子育て世帯：18歳以下の子どもを含む二人以上の世帯。転入者はプラス表記、転出者はマイナス表記とした。

子育て世帯（世帯主29歳以下）の転入・転出者数の推移

94 94 
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【出典】住民基本台帳

※子育て世帯：18歳以下の子どもを含む二人以上の世帯。転入者はプラス表記、転出者はマイナス表記とした。

子育て世帯（世帯主30～59歳）の転入・転出者数の推移

922 880 871 
1,005 935 949 986 

-1,264 -1,223 
-1,126 -1,186 -1,173 -1,123 
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（10）外国人人口の推移 

中野区の外国人人口（外国人登録者数）は平成 23年の約 12,600人をピークに、一時的に

（平成 24～26年）減少しましたが、平成 28年にはこれまでで最も多くの外国人人口約 13,900

人となっています。 

 

 

 

  

【出典】住民基本台帳、但し平成24年までは外国人登録　※各年1月1日現在

外国人人口（外国人登録者数）の推移

※平成24年7月に施行された住民基本台帳法の一部改正及び外国人登録法の廃止により、外国人も住民基本台帳法の適用対象

　となった。
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（11）昼間人口・夜間人口 

中野区の昼間人口は 289,176人、夜間人口は 314,750人(ともに平成 22年)と、他の地域か

ら中野区に流入する人数よりも、中野区から他の地域に通勤や通学で流出する人数の方が上回

っています。但し、以前に比べて昼間人口が増加傾向で、昼間人口と夜間人口の差が縮小して

いく中で、昼夜間人口比率は 91.9％(平成 22年)まで高まっています。 

 

 

 

  

【出典】国勢調査従業地・通学地による人口・産業等集計（総務省統計局）　※各年10月1日現在

※昼夜間人口比率＝昼間人口／夜間人口

昼間人口・夜間人口の推移
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（12）人口密度 

平成 28年 1月 1日における中野区の人口密度（外国人を含まない場合）は 19,747人/㎢と 23

区で最も高くなっており、次いで豊島区の 19,685人/㎢、荒川区の 19,132人/㎢と続いていま

す。中野区の人口密度は 23区平均 14,085人/㎢の約 1.5倍にも達しており、相当高密な都市で

あることがわかります。  

また、外国人を含む場合、中野区の人口密度は 20,637人/㎢で 23区中の第 3位となっていま

す。最も高いのは、豊島区の 21,571人/㎢、次いで荒川区の 20,794人/㎢と続いています。 

 

 

 

  

【出典】住民基本台帳（東京都総務部統計局）　※平成28年1月1日現在

人口密度（東京23区比較）
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２ 人口・世帯等の課題 
 

項目 主要な課題 

人口と世帯 

 

人口・世帯数とも増加し続け、特にここ数年の世帯数の増加は顕著に

なっており、単身者など世帯人員の少ない世帯の増加に対応した住生

活の確保が課題となっています。 

人口動態 

 

自然動態については死亡数が出生数を上回る状態、社会動態について

は転入数が転出数を上回る状態が続いており、なかでも社会増加の高

まりに対応した住生活の確保が課題となっています。 

年齢構成（5歳階級別人

口構成） 

20歳代～30歳代の比較的若い世代の占める割合が高くなっており、こ

れらの世代が将来にわたって引き続き定住できる条件や環境などの確

保が課題となっています。 

年少（0～14歳）人口の

推移 

0～4歳人口が増加傾向にあるものの、年少人口全体では東京 23区の中

でも低い比率が目立っており、子どもの成長とともに転出することな

く住み続けられる対策などが課題となっています。 

高齢（65歳以上）人口の

推移 

65歳以上人口が大きく増加の一途をたどっており、安心できる住まい

づくりなど、今後ますます進むであろう高齢社会に対応した住生活の

確保が課題となっています。 

世帯構成 

 

1人世帯が世帯数全体の多数を占める偏った状況がますます進み、3人

以上世帯は少数派になりつつあることから、多様な家族形態によって

住み続けられる条件や環境の確保が課題となっています。 

子育て世帯の状況 

 

合計特殊出生率は回復基調にあるものの依然として低く、6歳未満の親

族がいる世帯も減少の一途をたどっており、結婚率の低下や住まいを

含めた子育て環境に関する対策が課題となっています。 

高齢世帯の子の居住地 

 

高齢単身世帯で子は近居、高齢夫婦世帯で子は区外居住の傾向が若干

みられ、親世代の老齢化に伴う子の居住のあり方についての対応が課

題となっています。 

転入・転出者の状況 

 

20～30歳代の転入・転出が著しく、なかでも 20歳代単身世帯の転入超

過と 30歳代夫婦・子育て世帯の転出超過がみられ、子育て期にかけて

住み続けられる条件や環境の確保が課題となっています。 

外国人人口の推移 

 

外国人人口が増加し、総人口に占める外国人の比率が高まりつつあ

り、地域における多文化共生や災害時支援などのあり方も住生活にお

ける課題となっています。 

昼間人口・夜間人口 

 

日中に区内と他の地域の間で通勤・通学者の出入りが活発化してお

り、居住者に限らないこれら移動人口のニーズに応えるまちづくりの

充実も課題となっています。 

人口密度 

 

人口密度が東京 23区の中でも極めて高い状態にあり、住宅密集市街地

が抱える住環境上の問題や大規模震災発生時の対策など数多くの問題

の解決が課題となっています。 

 

  




